【憲法共同センター２６年４月スポット例】

みなさんこんにちは。私たちは、労働組合や医療、中小業者、平和、青年、女性、農民、法律家団体など、幅広い団体でつくる「戦争する国づくりストップ！ 憲法を守り・いかす共同センター」です。本日は、この場をお借りして、憲法改悪に反対する宣伝行動と、4月からあたらしく、憲法の改悪、憲法９条の改悪に反対する請願署名に取り組んでいます。ぜひご協力をお願いします。
３月に日米首脳会談がおこなわれました。国連憲章・国際法違反のイラン攻撃をおこなったトランプ大統領に対し、同盟国から軍事協力を拒否する表明が相次ぐなか、高市首相は目を覆うほどアメリカの顔色をうかがい、抗議すらしませんでした。トランプ大統領は、日米首脳会談後、「日本には憲法上の制約があるが、必要とあれば支援してくれるだろう」と述べています。またアメリカの国連大使は、「日本の総理が海上自衛隊の支援を約束したばかりだ」と述べました。高市首相はアメリカに対し、どういう説明をしたのか、何を約束したのか、国民に明らかにするべきです。
世論調査では、イラン攻撃不支持が82％にのぼるなど、国民の多くは「アメリカとイスラエルが始めた戦争に巻き込まれるのでは」と危機感をつのらせ、原油高騰によるさらなる物価高や日本経済への深刻な打撃に不安をつよめています。
ここで、日本国憲法の第25条を読み上げます。「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。　国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。」
みなさん、いま読み上げた、憲法25条に書かれているような、健康で文化的な最低限度の生活を送れていますか。国は憲法どおりの政治をしてくれているでしょうか。高市政権は、憲法どおりの政治どころか、私たちの生活を見ることもなく、憲法を変えよう、変えようと前のめりなって進んでいます。2026年度の国の予算案で、軍事費は過去最高の９兆円を超えています。高市政権は、巨額の軍事予算をまかなうために、アレルギーの薬や痛み止めなど身近な薬であるＯＴＣ類似薬の負担増や、高額療養費の上限を引き上げるなど、医療費や社会保障費を削減しようとしています。
先の選挙で多くの国民が望んだ消費税の減税どころか、「防衛増税」導入の議論までしています。防衛費といわれる軍事予算の増額は、わたしたちのくらしや医療や教育にかかるお金を削ることとセットです。
憲法は、私たちの暮らしのすべてを支える土台です。日本の憲法は、国家と政府が暴走し2千万人もの日本とアジア太平洋の人びとの命を奪った深い戦争の反省から、戦争をしないこと、国の持ち主は私たちであることを基本として、国家権力から国民を守ることを目的につくられたものです。
私たちは、憲法を変えるのではなく、国民のくらしと人権、平和をまもると宣言した日本国憲法にもとづく政治を願っています。なのになぜ、高市政権は軍事費をどんどん増やし、他国を攻撃するミサイルを配備し、殺傷武器を輸出できるようにし、市民の口をふさいで侵略戦争へ突き進んだ治安維持法によく似たスパイ防止法を作ろうとしているのでしょうか。さらに「核兵器を持たず、作らず、持ち込ませず」とした非核三原則の見直しまでおこなおうとしています。そして国会では、憲法を変えるための動きが進められています。
日本は戦後80年間、他国の人間を殺したり、殺されたりすることがありませんでした。これは、戦争を放棄すると謳った憲法9条があったからです。　　憲法9条が、自衛隊の海外派遣にブレーキをかけているのです。戦争をしたい人なんていないはずです。
私たちは憲法9条を生かし、力の支配ではなく、対話での平和解決を求める国際社会の先頭に立ちましょう。憲法を変えることで、国民の権利を奪い、戦争する国になりたくありません。憲法をまもりいかすため、ご一緒に声をあげましょう。
平和で、声が大切にされ、安心して暮らせる社会を望むみなさんの力で、「戦争する国づくり」を止めましょう。憲法9条を生かす道へ、進みましょう。
憲法を守りいかす署名、わたしたちが4月からあたらしく始めた憲法の改悪、憲法９条を変えることに反対する署名にぜひ、ご協力ください。
